
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 経営革新塾とは、山形県の補助を得て、東南村山商工会広域連携協議会が実施する、経営改革の講座です 

■ 商工会(公的団体)が補助金を受けて実施しますので、非常に安い費用で質の高いコンサルタントによる講

習と指導を受けられます 

■ 参加資格は特にありません、どなたでも自由にご参加いただけます 

■ 参加費用は 3,000 円です。その他の費用は一切かかりません 

■ 講習を受ける際の服装は自由です。普段着で気軽にご参加下さい 

 

 
受講に関する問い合わせ、お申し込みについては下記にお気軽にどうぞ! 

定員になり次第、締め切りとなります。お早めにお申し込み下さい 

世の中は大きく変わりました。その結果、勝ち組と負け組みに大きな格差が生

じています。 

あなたの会社・お店は伸びていますか、それとも? 

経営革新塾とは、新たな時代に向けてあなたの事業を伸びる事業に変えるため

の情報とノウハウを実際に手にするための総合講座です。 

第一期の成長、安定期が終わり、新たな時代に向けた経営革新の時代が始まっ

ています! ぜひ、ご参加下さい。 

あなたの事業の明日が見つかります 

■経営者、後継者、奥様、幹部社員の方々のためのセミナーです■ 

●受講料：3,000 円(全 4日分) 

●会場：ショッピングプラザカミン大会議室（上山市二日町 10-25 ℡023-677-0800） 

●定員：20 名（定員になり次第、締め切ります） 

●主催：東南村山商工会広域連携協議会（上山市商工会、山辺町商工会、中山町商

工会）・山形県商工会連合会 

 



【日程・内容スケジュール】 

開催日時：９月２６日（水）～１０月１７

日（水）午後１時～午後６時  

会場：ショッピングプラザカミン大会議室 

日  付 午   前 

９月 ２６日（水） 

13：00～18：00 

講師折原浩 

革新への第一歩 現状分析（定性分析と定量分析） 

・仮説、検証、ノウハウ化サイクル   ・ビジョンと目標の明確化 

・計画経営とは  ・経営理念の浸透 

・SWOT 分析をベースに、現状を把握  ・経営革新テーマ、現状分析、事業ビジョン  （交流会） 

１０月 ３日（水） 

13：00～18：00 

講師折原浩 

革新的ビジネスコアの見つけ方 

・勝てるビジネスコア作り  ・付加価値と差別化 

・発想法の考え方と７つの切り口  ・商品と価格を考える 

・差別化と付加価値のあるビジネスコアと、商品 

１０月１０日（水） 

13：00～18：00 

講師折原浩 

「売れ続けるしくみ」をつくるために何をすべきか  

・市場とは  ・ターゲットとは 

・KBF を考える  ・販売促進方法 

・組織図のつくり方と活用方法   ・販売チャネル、販売促進方法。市場とターゲット 

１０月１７日（水） 

13：00～18：00 

講師折原浩 

数値計画の立て方 

・決算書の読み方と分析手法  ・売上計画の立て方 

・費用の考え方  ・設備投資計画と借入計画 

・キャッシュフロー計画  ・行動計画  ・得られるもの（ベネフィット）と行動。コスト 

 

 

 

 

 

 

■内容が難しそうに感じるかも知れませんが、実際には分かり易く具体的に解説されます 

 

 

 

 

 

 

 

経営革新塾申込書 

お問い合わせ・お申し込みは、上山市、山辺町、中山町の各商工会又は下記の東南村山商工会広域連

携協議会宛、ＦＡＸ、電話、ｅメールでどうぞ。直接お越しいただいてのお申し込みもできます。 

※ＦＡＸの際は申込書に所定事項を書き込み書きにお送りください 

折原 浩 
㈱ディセンター代表取締役社長 
私たちは、志あるお客様のオリジナリティ（特長）を適切に明確に見出し、それを充分に活かすこと
によって、価値を創造する事業を誕生させ、成長させ、革新させ、発展させる「成功し続けるしくみ」
を構築します。 

事業所名             参加者氏名            業種 

 
ご住所〒                    電話番号            FAX番号 

講座で学んだことを基に…   チャレンジしませんか「経営革新承認制度」 

◎経営革新って何？ 

➣中小企業が新たな事業活動に取り組むことで「経営
の向上」を図ることです。 

◎「経営革新の承認制度」とは？ 

➣経営革新計画を作成し、山形県知事に申請します。 

➢審査の上、山形県知事が計画を承認します。 

◎どんなメリットがあるの？ 

➢計画を作ることで経営目標が明確になります。 

➢経営革新承認企業として知名度が上がり、対外
的な信用力が向上します。 

➢低利融資や信用保証枠の拡大など、承認企業向
けの様々な支援策が受けられます。 

 

 


